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○家族的責任を有する男女労働者の 

機会及び待遇の均等に関する条約 

(第百五十六号) 
(平成七年六月十二日) 

(条約第十号) 

家族的責任を有する男女労働者の機会及び

待遇の均等に関する条約(第百五十六号)をこ

こに公布する。 

家族的責任を有する男女労働者の機会

及び待遇の均等に関する条約(第百五

十六号) 

国際労働機関の総会は、 

理事会によりジュネーヴに招集されて、千

九百八十一年六月三日にその第六十七回会期

として会合し、 

「すべての人間は、人種、信条又は性にか

かわりなく、自由及び尊厳並びに経済的保障

及び機会均等の条件において、物質的福祉及

び精神的発展を追求する権利をもつ」ことを

認めている国際労働機関の目的に関するフィ

ラデルフィア宣言に留意し、 

千九百七十五年に国際労働機関の総会が採

択した女子労働者の機会及び待遇の均等に関

する宣言並びに女子労働者の機会及び待遇の

均等を促進するための行動計画に関する決議

の規定に留意し、 

男女労働者の機会及び待遇の均等を確保す

ることを目的とする国際労働条約及び国際労

働勧告の規定、すなわち、千九百五十一年の

同一報酬条約及び千九百五十一年の同一報酬

勧告、千九百五十八年の差別(雇用及び職業)

条約及び千九百五十八年の差別(雇用及び職

業)勧告並びに千九百七十五年の人的資源開

発勧告Ⅷの規定に留意し、 

千九百五十八年の差別(雇用及び職業)条約

が家族的責任に基づく区別を明示的には対象

としていないことを想起し、及びこの点に関

して補足的な基準が必要であることを考慮し、 

千九百六十五年の雇用(家族的責任を有す

る女子)勧告の規定に留意し、及び同勧告の採

択以降に生じた変化を考慮し、 

男女の機会及び待遇の均等に関する文書が

国際連合及び他の専門機関によっても採択さ

れていることに留意し、特に、千九百七十九

年に国際連合で採択された女子に対するあら

ゆる形態の差別の撤廃に関する条約前文の第

十四段落において、締約国は「社会及び家庭

における男子の伝統的役割を女子の役割とと

もに変更することが男女の完全な平等の達成

に必要であることを認識」する旨規定されて

いることを想起し、 

家族的責任を有する労働者に関する問題は

国の政策において考慮されるべき家族及び社

会に関する一層広範な問題の様々な側面を成

すことを認識し、 

家族的責任を有する男女の労働者の間及び

家族的責任を有する労働者と他の労働者との

間の機会及び待遇の実効的な均等を実現する

ことの必要性を認識し、 

すべての労働者が直面している問題の多く

が家族的責任を有する労働者にとっては一層

切実なものとなっていることを考慮し、並び

に家族的責任を有する労働者の特別のニーズ

に応じた措置及び労働者の置かれている状況

を全般的に改善することを目的とする措置に

よって家族的責任を有する労働者の置かれて

いる状況を改善することの必要性を認識し、 

前記の会期の議事日程の第五議題である家

族的責任を有する男女労働者の機会及び待遇

の均等に関する提案の採択を決定し、 

その提案が国際条約の形式をとるべきであ

ることを決定して、 

次の条約(引用に際しては、千九百八十一年

の家族的責任を有する労働者条約と称するこ

とができる。)を千九百八十一年六月二十三日

に採択する。 

第一条 

１ この条約は、被扶養者である子に対し責

任を有する男女労働者であって、当該責任

により経済活動への準備、参入若しくは参

加の可能性又は経済活動における向上の可

能性が制約されるものについて、適用する。 

２ この条約は、介護又は援助が明らかに必

要な他の近親の家族に対し責任を有する男

女労働者であって、当該責任により経済活

動への準備、参入若しくは参加の可能性又

は経済活動における向上の可能性が制約さ

れるものについても、適用する。 

３ この条約の適用上、「被扶養者である子」

及び「介護又は援助が明らかに必要な他の

近親の家族」とは、各国において第九条に

規定する方法のいずれかにおいて定められ

る者をいう。 

４ 1及び2に規定する労働者は、以下「家族

的責任を有する労働者」という。 

第二条 

この条約は、経済活動のすべての部門につ

いて及びすべての種類の労働者について適用

する。 

第三条 

１ 男女労働者の機会及び待遇の実効的な均

等を実現するため、各加盟国は、家族的責
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任を有する者であって職業に従事している

もの又は職業に従事することを希望するも

のが、差別を受けることなく、また、でき

る限り職業上の責任と家族的責任との間に

抵触が生ずることなく職業に従事する権利

を行使することができるようにすることを

国の政策の目的とする。 

２ 1の規定の適用上、「差別」とは、千九百

五十八年の差別(雇用及び職業)条約の第一

条及び第五条に規定する雇用及び職業にお

ける差別をいう。 

第四条 

男女労働者の機会及び待遇の実効的な均等

を実現するため、次のことを目的として、国

内事情及び国内の可能性と両立するすべての

措置をとる。 

(ａ) 家族的責任を有する労働者が職業を

自由に選択する権利を行使することがで

きるようにすること。 

(ｂ) 雇用条件及び社会保障において、家

族的責任を有する労働者のニーズを反映

すること。 

第五条 

更に、次のことを目的として、国内事情及

び国内の可能性と両立するすべての措置をと

る。 

(ａ) 地域社会の計画において、家族的責

任を有する労働者のニーズを反映するこ

と。 

(ｂ) 保育及び家族に関するサービス及び

施設等の地域社会のサービス(公的なも

のであるか私的なものであるかを問わな

い。)を発展させ又は促進すること。 

第六条 

各国の権限のある機関及び団体は、男女労

働者の機会及び待遇の均等の原則並びに家族

的責任を有する労働者の問題に関する公衆の

一層深い理解並びに当該問題の解決に資する

世論を醸成する情報の提供及び教育を促進す

るための適当な措置をとる。 

第七条 

家族的責任を有する労働者が労働力の一員

となり、労働力の一員としてとどまり及び家

族的責任によって就業しない期間の後に再び

労働力の一員となることができるようにする

ため、国内事情及び国内の可能性と両立する

すべての措置(職業指導及び職業訓練の分野

における措置等)をとる。 

第八条 

家族的責任それ自体は、雇用の終了の妥当

な理由とはならない。 

第九条 

この条約は、法令、労働協約、就業規則、

仲裁裁定、判決若しくはこれらの方法の組合

せにより又は国内慣行に適合するその他の方

法であって国内事情を考慮に入れた適当なも

のにより、適用することができる。 

第十条 

１ この条約は、国内事情を考慮に入れ、必

要な場合には段階的に適用することができ

る。ただし、実施のためにとられる措置は、

いかなる場合にも第一条1に規定するすべ

ての労働者について適用する。 

２ この条約を批准する加盟国は、1に規定す

る段階的な適用を行う意図を有する場合に

は、国際労働機関憲章第二十二条の規定に

従って提出するこの条約の適用に関する第

一回の報告において、当該段階的な適用の

対象となる事項を記載し、その後の報告に

おいて、この条約を当該事項につきどの程

度に実施しているか又は実施しようとして

いるかを記載する。 

第十一条 

使用者団体及び労働者団体は、国内事情及

び国内慣行に適する方法により、この条約を

実施するための措置の立案及び適用に当たっ

て参加する権利を有する。 

第十二条 

この条約の正式な批准は、登録のため国際

労働事務局長に通知する。 

第十三条 

１ この条約は、国際労働機関の加盟国でそ

の批准が国際労働事務局長に登録されたも

ののみを拘束する。 

２ この条約は、二の加盟国の批准が事務局

長に登録された日の後十二箇月で効力を生

ずる。 

３ その後は、この条約は、いずれの加盟国

についても、その批准が登録された日の後

十二箇月で効力を生ずる。 

第十四条 

１ この条約を批准した加盟国は、この条約

が最初に効力を生じた日から十年を経過し

た後は、登録のため国際労働事務局長に送

付する文書によってこの条約を廃棄するこ

とができる。廃棄は、登録された日の後一

年間は効力を生じない。 

２ この条約を批准した加盟国で、1の十年の

期間が満了した後一年以内にこの条に定め

る廃棄の権利を行使しないものは、その後

更に十年間拘束を受けるものとし、十年の

期間が満了するごとに、この条に定める条
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件に従ってこの条約を廃棄することができ

る。 

第十五条 

１ 国際労働事務局長は、国際労働機関の加

盟国から通知を受けたすべての批准及び廃

棄の登録をすべての加盟国に通告する。 

２ 事務局長は、通知を受けた二番目の批准

の登録を国際労働機関の加盟国に通告する

際に、この条約が効力を生ずる日につき加

盟国の注意を喚起する。 

第十六条 

国際労働事務局長は、国際連合憲章第百二

条の規定による登録のため、前諸条の規定に

従って登録されたすべての批准及び廃棄の完

全な明細を国際連合事務総長に通知する。 

第十七条 

国際労働機関の理事会は、必要と認めると

きは、この条約の運用に関する報告を総会に

提出するものとし、また、この条約の全部又

は一部の改正に関する問題を総会の議事日程

に加えることの可否を検討する。 

第十八条 

１ 総会がこの条約の全部又は一部を改正す

る条約を新たに採択する場合には、その改

正条約に別段の規定がない限り、 

(ａ) 加盟国によるその改正条約の批准は、

その改正条約の効力発生を条件として、

第十四条の規定にかかわらず、当然にこ

の条約の即時の廃棄を伴う。 

(ｂ) 加盟国による批准のためのこの条約

の開放は、その改正条約が効力を生ずる

日に終了する。 

２ この条約は、これを批准した加盟国で1

の改正条約を批准していないものについて

は、いかなる場合にも、その現在の形式及

び内容で引き続き効力を有する。 

第十九条 

この条約の英文及びフランス文は、ひとし

く正文とする。 

  

以上は、国際労働機関の総会が、ジュネー

ヴで開催されて千九百八十一年六月二十四日

に閉会を宣言されたその第六十七回会期にお

いて、正当に採択した条約の真正な本文であ

る。 

以上の証拠として、我々は、千九百八十一

年六月二十五日に署名した。 

総会議長 

アリウヌ・ディアニュ 

国際労働事務局長 

フランシス・ブランシャール 

(平成七年六月一二日外務省告示第三六六

号で平成八年六月九日に日本国について効力

発生) 

 


